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1 .	はじめに
1.1 .	広告メディアの転換
広告メディアは大きな転期を迎えている。電
通 （2018）によると，2017 年の日本の広告費総

額 6兆 3907 億円のうち，最も大きな金額を占
めるのはテレビであり，2兆 7938 億円の市場
があるが，第 2位にはインターネット広告が迫
り，媒体費・制作費を含めると 1兆 5095 億円
に上る。とくに前年比の伸び率でみると，イン
ターネット広告は 4年間連続で 10%以上の成
長を続けている一方，テレビ広告の伸びは鈍化
し，2017 年は前年比 99 .7%と，わずかに前年
割れとなっている。また，テレビを含めてマ
ス 4媒体といわれている新聞，雑誌，ラジオに
ついても長期的な規模の縮小が見られ，マス 4
媒体の広告費は前年比 97 .7%であった。広告
の軸足はマスメディアからインターネットメ
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ディアへと転換しつつあるといえる。このよう
な潮流は日本のみならず世界的にみられてお
り，インターネットメディアをどうやってマー
ケティング・広告に活用していくか，そのデー
タの活用を含めて多くの議論が展開されてい
る（Kannan and Li 2017 ; Lamberton and Stephen 
2016 ; Wedel and Kannan 2015）。
インターネットメディアの可能性について
は，インターネット上の広告出稿に関する議論
だけでなく，インターネット上で消費者同士が
コミュニケーションをとるオンラインレビュー
を は じ め と し たConsumer Generated Media 
（CGM）の議論も多い（一小路・勝又 , 2016 ; 

Yoo, Katsumata, and Ichikohji 2019）。とくにSNS
が媒介するElectronic WOM （word-of-mouth）に
ついては，マスメディア広告（以下，マス広
告）にはない様々な効果が期待されているが，
広告として扱うには不確実性が高いことも指
摘されている。肯定的な論調としては，ソー
シャルメディアの拡散によって低予算あるいは
予算を掛けずに広告効果を得られるとされて
いる （e.g., Berger 2014）。しかしながら，ソー
シャルメディアの拡散について，その内容をコ
ントロールできず，ネガティブな内容が拡散さ
れてしまう可能性もあり，一般的な広告と同様
にとらえることは難しい（e.g., Borah and Tellis, 
2016 ; Floyd et al. 2014 ; You et al. 2015）。ただし，
ソーシャルメディアはテレビ広告をはじめとし
たマス広告の出稿量と連動する傾向が見られて
いる（勝又・片平 2010）。こうした現象を考慮
すると，マス広告が刺激するソーシャルメディ
アへの影響とそこから消費者に及ぼす効果は，
マス広告の間接効果として広告効果として計上
する必要があるといえる。
これらの議論から，本研究では，マス広告の
影響について，売上をはじめとした市場成果に
対する直接的な効果だけでなく，そのスピル
オーバー効果として，ソーシャルメディアを刺
激してそのソーシャルメディアから市場成果に

結びつく効果も含めて有効性を検討していくこ
とを目的とする。

1 .2 .	広告メディアのスピルオーバー
上述のように，多メディア化した環境では，

広告の効果は様々なメディアを通じて消費者の
行動や態度変容に影響を及ぼしており，単純な
１本のパスで広告効果を測ることはできない。
２つ以上のメディアの影響を同時に検討するク
ロスメディアに関する研究では，１＋１が２よ
り大きくなるような「シナジー効果」の存在は
重要な論点であり，これまでも様々なメディア
の関係についてシナジー効果の存在が検討さ
れている。（Assael, 2011 ; Naik and Raman, 2003 ; 
Vakratsas and Ma, 2005）。加えて，費用の発生
しないソーシャルメディアの活性化による売上
等への効果をはじめとした，時に意図せざる影
響として現れる「スピルオーバー効果」につい
ても，近年積極的に議論されている。オフライ
ンメディアからオンラインメディアへの影響に
ついては，これまでの研究から，テレビ広告を
はじめとしたマスメディアの出稿はインター
ネットを刺激し，検索件数などを増加させるこ
とが明らかになっている（Fang, et al., 2015 ; Jo, 
et al. 2013 ; Jo, Wilbur, and Zhu, 2016）。また，新
しい観点では，Lopez, Li, and Zhu （2015）では
競合ブランドへのスピルオーバー効果を検討し
ている。この研究では，ナショナルブランドの
マス広告がプライベートブランドの購買を促進
することを実証的に明らかにしており，広告が
他のブランドに利する可能性を議論している。
Shani （2016）においても，オンライン広告を
対象とし，広告のスピルオーバー効果を仮定し
て競合のブランドに与える影響を検討してい
る。また，CGMを扱い，スピルオーバーを検
討している研究としてはBorah and Tellis （2016）
があり，企業を取り巻くニュースや大きな事件
がソーシャルメディア経由で及ぼす影響を経時
的に検討している。
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Borah and Tellis （2016）が扱ったリコール事
例のように，ソーシャルメディアからの発信は
必ずしも当該企業に対して望ましい態度のも
のではないが，企業成果への影響は無視でき
るものではいとされている。Stephen and Galak 
（2012）においては，マス広告の影響とソー
シャルメディアからの広告の影響を両方考慮し
て実証分析を行い，ソーシャルメディアからの
広告の重要性について議論している。Stephen 
and Galak （2012）においては，広告主のある
ソーシャルメディアの広告を扱っているため，
CGMを対象としたものではないが，消費者が
インターネット端末を使って情報収集を行い，
購買意思決定や態度形成に無視できない影響
を受けていることが示唆される。また，より
相互性の高いメディアを対象にした研究とし
てKumar, et. al. （2016）がある。この研究では
FGC （Firm Generated Contents）の効果を定量的
に検討しているが，あわせてテレビ広告の効果
も考慮したモデルを提示している。結果として
は，FGCが企業の成果に正の影響を及ぼすこ
とに加えて，テレビ広告とFGCのインタラク
ション効果（シナジー効果）も正であることが
確認されている。CGMの効果についても，た
とえばDuan et al.（2008）によってオンライン
レビューの量が売上と関係することが示されて
いる。これまでの研究を包括的に扱ったFloyd, 
et al. （2014）においても，第三者の発信する
CGMは売上に影響を与えるとされているが，
一方で，ネガティブレビューがもたらす負の影
響についても言及されている。
以上の議論を踏まえると，過去の研究から
も，（1）マス広告がソーシャルメディアの活性
化を刺激すること，（2）ソーシャルメディアが
売上をはじめとした成果にも影響を及ぼし得る
ことが示唆される。ただ，その影響の方向性に
ついては具体的な事例を踏まえて議論する必要
があるといえる。しかしながら，マス広告の正
確な効果を測定するためには，これらの 2つの

関係に加え，マスメディアから直接成果に至る
影響についても，あわせて検討する必要があ
る。そこで次節では，成果と広告出稿量の関係
をマスメディアとソーシャルメディアの両方の
経路から検討するモデルを提示する。

2 .	モデル

マスメディアへの広告出稿は企業が設計し支
出するマーケティング・コミュニケーション戦
略の一環であり，出稿量は企業が調整すること
ができる。また，そのコミュニケーションの質
についても，態度変容，売上，市場シェアなど
目的は異なるが，基本的には当該ブランド価値
向上と財務的な成果が期待されている。一方，
ソーシャルメディア，とくにCGMは第三者に
よって発信される情報であり，企業が直接発信
量をコントロールすることはできない。また，
質的な側面においても管理することができず，
ネガティブな口コミなども発信されるため，こ
の量が必ず売上などの財務的な成果に正の影響
を与えるとは限らない。しかしながら，消費者
側から見れば，ブランドに関する情報であるた
め，購買意思決定，態度決定において何らかの
影響を与えていると想定される（e.g., Floyd, et 
al., 2014）。
こうした背景を踏まえて，本節では，成果に
対してマスメディアからの効果，ソーシャル
メディアからの効果の双方を考慮したモデル
を提示する。まず，時間 のブランド につい
て，セグメント おける成果を とおく。セ
グメント の成果はメディアの影響を受けてい
ると仮定する。まずはマスメディアからの影
響について， を時間 にセグメント が受け
たブランド のマスメディアからの接触量とお
く。同様に， を時間 にセグメント が受け
たブランド のソーシャルメディアからの接触
量とおく。また，メディアからの影響につい
ては前週までの残存効果を考える必要がある
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（e.g., Dube, 2004 ; Dube, et al. 2005 ; Dekimpe and 
Hanssens 1995 ; Joshi and Hanssens 2010 ; Tellis 
2004）。そこで，要因としてストック効果を仮
定する。 は 時点でのブランド について
のセグメント へのマスメディア累積接触量で
あり，同様に は 時点のブランド につい
てのソーシャルメディアの累積接触量である。
これらの要因を考慮して以下の関係が定義され
る。

 （1）

加えて， については，マス広告出稿量
の影響下にあると考えられる。マスメディアの
接触量 はマス広告出稿量 の関数として
以下のように定義される。ここで，セグメント
によってマスメディアの接触頻度は異なること
が想定されるため，本研究では，発信量と接触
量との関係の強さはセグメントごとに異なると
仮定する。

 （2）

また，マス広告出稿量 はソーシャルメディ
アも刺激する。ソーシャルメディアの発信量を
とおくと，この発信量は出稿量からの影響

を受けていると仮定する。さらに，そのソー
シャルメディアの発信量 の関数として接触
量 を定義する。

 （3）

 （4）

以上のモデルを図にまとめたものが図 1であ
る。本研究では，マスメディアおよびソーシャ
ルメディアからの直接的な影響だけでなく，出
稿量に対して各セグメントへの影響がどの程度
あるのかという間接的な効果についても検討対
象とする。具体的な分析対象製品と詳細な変数
の定義は次節以降で述べる。

3 .	製品カテゴリーとデータ
3.1 .	製品カテゴリーとブランド
まずは分析対象の製品カテゴリーとして，

ビールおよびビール系飲料を対象とする。ビー
ルおよびビール系飲料は消費者の高頻度・継続
的な購買が見込まれ，マスメディアへの広告出
稿量が多い。また，定期的にブランド拡張や
キャンペーンが実施されており，ソーシャルメ
ディア上での発信量も多いと期待される。勝
又・片平 （2010）によれば，ビール・発泡酒の
CGM発信量は化粧品，テレビ，特定保健用食
品（特保）に続いて高く，個別のブランドの
発信量も比較的高いことが実証的に示されて
いる。考慮集合のサイズの観点からも，Hauser 
and Wernerfelt （1990）においては他の製品カテ
ゴリーと比較して大きい部類に入り，消費者の
関心も高いといえる。また，マス広告の出稿量
と売上との関係についても，比較的短期間での
観測が容易であると想定される。テレビや自動
車などの高価格な製品と比較すると，マスメ

図 1：モデル概念図
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ディアに出稿される広告の目的が「購買」であ
ることが多く，財務的な成果との関係を検討す
るために好適な対象であると考えられる。
データについては，株式会社インテージより
提供された購買履歴データ（SCI），株式会社
ビデオリサーチから提供されたテレビ視聴率調
査の世帯視聴率（関東地区），インターネット
上より収集可能なCGM発信数の情報を用いる。
まず，購買履歴データについては，インテー
ジSCIの，ビール市場の 2016 年 12 月～2017
年 12 月・性年代別のデータを用いている。関
東地方の店舗・インターネット店舗で購入され
たビール系飲料の購買について，購買日時，ブ
ランド，数量，金額，セグメント（性別，年
代）が記録されたデータである。ID付きPOS
データではなく，個人の購買を追跡することは
できないが，セグメントごとの売上を集計する
ことができる。テレビ広告接触量については，
出稿日時と出稿番組の視聴率が記録されてい
る。ここで，視聴率については世帯視聴率だけ
でなく，セグメントごとの視聴率も得られてい
る。インターネット上のCGM発信数について
は，ブランドごとに日次でのTwitter，ブログ，
インターネットニュースでの発信数が記録され
ている。
分析期間については，2016 年 1 月 25 日から
2017 年 12 月 24 日まで，週次に集計したデー
タを用いるため，100 週間分のデータが分析対
象となる。ただし，前節のモデルで定義したよ
うに広告の累積効果を考慮するため，広告に
ついては，分析開始週の 26 週間前（半年前），
2015 年 7 月 27 日からのデータも利用する。累
積効果については最大 26 週間のラグがあるこ
とを仮定している。これらのデータからは，24
のブランドが得られたが，本研究では分析期間
中にテレビ広告の出稿が確認された 21 のブラ
ンドに着目して分析を行う（表 1）。また，購
買履歴およびテレビCMの効果についてはセグ
メントごとに分けて推定を行う。セグメントと

しては，性別で｛男性 , 女性｝の 2区分，年齢
で｛20 代 , 30 代 , 40 代 , 50 代 , 60 代｝の区分，
合計 10 に分けている。詳細な設定については
次節でモデルの定義を行う際に説明する。

表 1：分析対象ブランド
ブランド id カテゴリー

1 プレミアムビール
2 プレミアムビール
3 プレミアムビール
4 レギュラービール
5 レギュラービール
6 レギュラービール
7 レギュラービール
8 新ジャンル
9 新ジャンル
10 新ジャンル
11 新ジャンル
12 新ジャンル
13 新ジャンル
14 新ジャンル
15 新ジャンル
16 新ジャンル
17 発泡酒
18 発泡酒
19 発泡酒
20 発泡酒
21 発泡酒

また，メディア以外にブランドの売上に影響
を与えることが想定される変数について，気象
庁から日別の気温（最高気温，東京）を収集
し，これを週次で平均をとって利用する 1。加え
て，経済産業省が収集している小売物価統計調
査（東京都区部）のデータを用いる 2。物価情報
は月次で収集されているが，当該週の初日が含
まれている月の物価を利用する。また，物価情
報は「ビール」，「発泡酒」，「ビール系飲料」の
3つのカテゴリーが存在するので，ブランドご
とにそれぞれのカテゴリーに対応する物価を利

1 気象庁（http://www.jma.go.jp/jma/index.html）
2 総務省統計局 小売物価統計調査（https://www.stat.

go.jp/data/kouri/index.html）
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用する。プレミアムビールについては「ビー
ル」の物価，新ジャンルについては「ビール系
飲料」の物価を参照する。

3 .2 .	分析モデル
前節で定義したモデルから，具体的な分析モ
デルを得ていく。まずはマス広告の出稿量から
定義する。具体的な説明変数について，マス
広告出稿量 は出稿額やGRPが望ましいが，
本研究ではGRPとほぼ対応する広告の世帯視
聴率の値を用いる。分析期間第 週にブランド
について放送されたテレビCMの世帯視聴率
を総和した値に 1を加え，対数を取ったもの
をマス広告の出稿量 とおく。同様の処理は
Lopez, et al. （2015）においても行われている。
このマス広告出稿量 について，ソーシャ

ルメディア発信数との関係を定義する。イン
ターネット上のソーシャルメディア発信数につ
いては，前節で述べたようにブランドごとに日
次でのTwitter，ブログ，インターネットニュー
スでの発信数が記録されている。これをブラン
ドごとに週次で総和し，これも 1を加えて対数
化した値をソーシャルメディア発信数 とし
て用いる。また，ソーシャルメディア発信量
がマス広告出稿量の影響を受けており，ま

た，ブランドごとに異質なパラメータをもつと
仮定し，以下のモデルを定義する。

 （5）

次に，マス広告出稿量 とマスメディアの
接触量 との関係を説明するモデルを定義す
る。具体的なデータとしては，テレビ広告のセ
グメント別視聴率を用いる。分析期間第 週に
ブランド について放送された広告のセグメン
ト の視聴率を総和した値に 1を加え，対数を
取ったものをテレビ広告をマスメディアの接触
量 とおく。マス広告出稿量と接触量につい
て，以下のような構造を仮定する。マス広告出
稿量 はセグメントに分かれていないが，セ

グメントごとに影響の程度が異なると仮定され
る。そこでパラメータはセグメントごとに異な
ると仮定して，以下のモデルを定義する。

 （6）

続いて，ソーシャルメディアの発信量 と
接触量 についての関係を定義する。具体的
な説明変数としてはソーシャルメディアの発信
数にセグメント別に得られる定率を掛けた値を
用いている。データベースからは発信数の情報
は得られているが，セグメントごとの値は得ら
れていないため，セグメント（性・年代）ご
とのインターネットメディア接触率を総務省 
（2017）より取得して，これを補完して用いる。
この調査から，セグメントごとのFacebook，
LINE，Twitterの利用率の平均を取る。セグメ
ント のソーシャルメディア接触率を とする
と，セグメント のソーシャルメディアの接触
量 は， とソーシャルメディア発信量
の積で定義される。

 （7）

最後に，マスメディアの接触量 とソー
シャルメディアの接触量 を説明変数とする
モデルを定義する。まず成果 については，
当該ブランドの売上額の対数を用いる。ここ
で，本研究では，売上として，分析期間中第
週にセグメント によって購入されたブランド
の観測された売上総額（円）を対数に変換し
た値をモデルに組み込む。当該週に売り上げが
観測されない場合には，目的変数は観測された
数値の最小値を上限とする値を発生させて補完
するが，具体的な方法については後述する。ま
た，説明変数にはマスメディアの効果とソー
シャルメディアの効果を累積値も含めて考慮す
る。さらに，ブランド間で異質性があることを
仮定し，以下のモデルを定義する。
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 （8）

メディアの累積接触量について，マスメディ
アの累積接触量 およびソーシャルメディア
の累積接触量 は 前時点までの残存効
果である。第 時点でのメディアの接触量
をそれぞれ とおくと，残存効果を
仮定した量を以下のように定義する（Dube, et 
al. 2005 ; Lopez et al. 2015）。

 （9）

 （10）

ここで， であり，
，

である。これは影響が幾何的に減衰することを
仮定したパラメータである。 が大きいほど過
去に接触したメディアの残存効果は高く，小さ
いほど残存効果が低いということになる。また，
残存期間の最大 については，データの概要で
説明した通り26週間とする。

式（8）のモデルにはブランドごとの異質性
を仮定した切片パラメータ があるが，同
様に，セグメントごとの異質性を仮定した切
片パラメータもコントロール変数 に含ま
れている。ただし，識別性を確保するために

（女性，60 代）の値は 0と固定してい
る。コントロール変数には，気温と価格水準が
含まれる。これについてはブランド・セグメン
トの異質性を仮定しない。また，このモデル
については，成果と影響要因がそれぞれ対数
化され，線形の関係になっており，Wittink, et 
al. （1988）によって提案された広告効果モデル
であるSCAN*PROモデルと同様となっている

（Danaher 2008）。
式（5），（8）にはブランドごとに得られるパ
ラメータがあるが，これらのパラメータには階
層構造を仮定する。説明変数 には，切片，製
品カテゴリーダミー変数（ビール=0 とおく），
メーカーダミー変数（A社=0 とおく）を含め
る。また， は対角行列である。

 （11）

3 .3 .	推定方法
本研究で定義したモデルは階層構造を含み，
残存効果のパラメータの推定の必要もあるた
め，マルコフ連鎖モンテカルロ（MCMC）法
によってパラメータを推定する（e.g., Gelman, 
et al., 2013）。多くのパラメータについてはよく
知られた事後分布が得られるため，これを用い
てパラメータのサンプルを取得するが，残存率
についてはよく知られた分布にならないの

でランダムウォークM-H法によってパラメー
タのサンプルを取得する。また，目的変数
についても，観測される売上額が 0の場合は対
数変換すると となってしまうため，これを
補完するために切断正規分布からサンプルを取
得する。切断正規分布の最大値については観測
された売上額のうち，0でないものの最小額の
対数を用いている。また，平均値および分散に
ついては，式（8）で得られたものを用いてい
る。

3 .4 .	間接効果
本研究の目的は，広告投下量が成果に与える
影響をマスメディア経由，ソーシャルメディア
経由の双方から検討することである。式（8）
の売上モデルの中に広告出稿量のモデルを組み
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込むと，以下の関係が得られる。

 （12）

ただし， はコントロール変数および切片
等を含めた値である。ここで， がマス
メディアからの影響を示すパラメータである。
セグメントに依存してマスメディアの接触傾
向が異なるために がセグメントごとに得ら
れ，ブランドごとに売上に与える影響が異なる
ために がブランドごとに得られており，こ
の合算によってブランドおよびセグメントごと
の影響が規定される。また，ソーシャルメディ
アを介した影響を示すパラメータは で
ある。 についてはセグメントごとのソーシャ
ルメディア接触率の定数であるが，ブランドご
とに異なる影響がパラメータ に反映され
る。
総合効果としては， を計算
することで得ることができる。この値が，マス
広告投下量が売上に与える影響であり，マスメ
ディアがソーシャルメディアを刺激することで
もたらされる影響も考慮した効果となる。

4 .	分析
4.1 .	比較モデル
まずは提案したモデルの相対的な適合度の良
さを検討するために，いくつかの比較モデルを
並行して推定し，結果を比較する。まず，モデ
ル 0として，マスメディアの効果およびソー
シャルメディアの効果がブランドごとに同質で
あるという仮定をおいたモデルを推定する。次
に，モデル 1では，ブランドごとのメディア効
果の異質性は仮定するが，マスメディアの効果
のみを考慮している。モデル 2では，モデル 1
と同様にブランドごとのメディア効果の異質性
を仮定するが，ソーシャルメディアの効果のみ
を考慮している。最後にモデル 3として，前節
までで定義した，マスメディアとソーシャルメ
ディアの両方の効果を仮定しさらにブランド異

質性を仮定したモデルを推定する。なお，これ
らのモデル比較においては，ブランドごとの階
層構造を入れず，売り上げを推定する項のみを
推定対象としている。モデル比較においては対
数周辺尤度を用いている。各モデルについて，
イタレーション回数は 2000 回として，そのう
ちの初めの 1000 回を稼働検査期間として棄て，
後の 1000 回分をサンプルとして取得する。残
存率 については，売上のモデルのみを線形
回帰分析で推定し，0 .05 刻みの格子点によっ
て の
値を得たところ，どちらも 0 .95 から 1のとき
に最もAICが高くなっていたため，0 .95 を初
期値としておいた。
表 2ではモデルの推定結果を示している。こ
の結果から，モデル 3が最も適合度がよいとい
う結果が得られた。モデル 0と比較して大きな
改善が見られることから，メディアの影響はブ
ランドごとに異質であるということがわかる。
また，モデル 1と比較しても大きな改善が見ら
れることから，売上にはマスメディアだけでな
くソーシャルメディアも影響を与えているとい
うことがわかる。

表 2：モデル比較結果
マスメディア ソーシャルメディア
同質 異質 同質 異質 対数周辺尤度

モデル 0 -26913 .11
モデル 1 -26549 .24
モデル 2 -26418 .23
モデル 3（提案） -26070 .90

4 .2 .	推定結果
モデル比較によって，マスメディアとソー
シャルメディアの両方の影響についてブランド
異質性を仮定したモデルが最も適合がよいとい
う結果が得られたので，このモデルに階層を仮
定したモデルを推定する。得られた結果を表 3
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右側に示している。表 3左側は，参考としてモ
デル 0の推定結果を掲出している。イタレー
ション回数は 6000 回で，そのうち前半 3000 回
を稼働検査期間として棄て，後半 3000 回をサ
ンプルとして取得している。まず，表 3の左側
を見ると，異質性を仮定しないモデルでは，マ
スメディアの効果，ソーシャルメディアの効果
ともに正の影響があることが見られる。異質性
を仮定したモデルにおいては，マスメディア効
果，ソーシャルメディアともに事後平均値の平
均は正であるが，事後平均値の標準偏差を見る
とばらつきがあることが確認できる。また，コ
ントロール変数として組み込んだ気温と価格水
準については，モデル 0では偏りは見られな
かったが，提案モデルにおいては，気温は売上
に正の影響を及ぼし，価格水準は売上に負の影
響を及ぼしていることが確認された。ビール系
飲料であるため，気温との関係については想定
された通りの結果が得られたといえる。
表 3には掲出していないが，マスメディアの
効果について，最高事後密度区間（HPDI）か
ら事後分布のばらつきを考察したところ，平
均が正で 10%HPDIが 0を含まなかったブラン
ドは 7個，平均が負で 10%HPDIが 0を含まな

かったブランドが 6個であった。残りの 8個
については正負の偏りはないといえる。また，
ソーシャルメディアの効果について，同様に平
均が正で 10%HPDIが 0を含まなかったブラン
ドは 16 個あり，平均が負で 10%HPDIが 0を
含まなかったブランドは 3個であった。減衰率
については，ロジスティック関数によって変換
するとマスメディア減衰率は 0 .941，ソーシャ
ルメディア減衰率は 0 .906 であった。１カ月前
（4週間前）の影響はおおよそ 0 .786，0 .674 で
ある。ここから計算すると 26 週間前の影響は
マスメディアで 0 .208，ソーシャルメディアで
0 .077 であり，26 週間前の接触であってもある
程度は影響が残存しているようだ。
以降では，提案モデルの結果を考察してい
く。まず，表 3で全体の平均値のみを提示して
いたブランドごとのメディア効果について詳し
く検討していく。図 2は，横軸にマスメディア
の効果，縦軸にソーシャルメディアの効果の事
後平均値をとったものである。数字は表 1で示
されているブランド idと対応している。ここ
からわかるように，すべてのブランドにおいて
マスメディアの効果，ソーシャルメディアの効
果の両方が負だったものはなかった。ただし，

表 3：パラメータ の推定結果

モデル０（参考） 提案（階層）
目的変数：y 平均 SD 2 .5% 97 .5% 平均 SD 2 .5% 97 .5%

ブランド切片 2 .890 0 .977 （注） 6 .747 1 .841 （注）
セグメント切片 -0 .905 1 .191 （注） -0 .776 1 .141 （注）
マスメディア 0 .034 0 .005 0 .025 0 .043 *** 0 .051 0 .162 （注）
ソーシャルメディア 0 .028 0 .002 0 .025 0 .031 *** 0 .028 0 .056 （注）
気温 0 .016 0 .015 -0 .015 0 .047 0 .052 0 .017 0 .020 0 .085 **

価格 -0 .724 0 .502 -1 .725 0 .217 -2 .521 0 .718 -3 .874 -0 .989 ***

減衰率
　マスメディア : 3 .104 0 .063 2 .985 3 .223 *** 2 .778 0 .150 2 .538 2 .538 ***
　ソーシャルメディア: 3 .314 0 .088 3 .133 3 .478 *** 2 .268 0 .070 2 .137 2 .137 ***
注 1） †：10%，*：5%，**：1%，***：0 .1% （HPDI基準）
注 2） 切片項および提案モデルのマスメディア効果，ソーシャルメディア効果については，セグメントごと，あるいはブランドごとにパ

ラメータが推定されている。表中では，ブランド，セグメントごとに得られた事後平均値について，その平均および標準偏差を掲
出している。
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マスメディア，ソーシャルメディアともにどち
らかで負の値が得られたブランドはあり，これ
らのブランドはメディアの影響について再度戦
略の見直しが必要であるといえる。ただし，と
くにテレビ広告をはじめとしたマスメディアの
広告出稿については，短期的な売上の増加のみ

を目的とするわけではなく，長期的なブランド
価値の構築や，知名度の獲得が目的となってい
るものも多いため，とくに定番ブランドについ
ては分析期間中のみで成果を判断することは難
しいケースもある。次にソーシャルメディアに
ついては，ブランド 8 ,11 ,13 ,17 が負であると

図 2：ブランドごとのマスメディア効果，ソーシャルメディア効果

表 4：パラメータ の推定結果

切片 出稿量
セグメント 平均 SD 2 .5% 97 .5% 平均 SD 2 .5% 97 .5%

20 代 男性 -0 .020 0 .002 -0 .024 -0 .016 *** 0 .496 0 .003 0 .491 0 .501 ***

30 代 男性 -0 .017 0 .002 -0 .020 -0 .013 *** 0 .654 0 .002 0 .650 0 .659 ***

40 代 男性 -0 .019 0 .002 -0 .023 -0 .016 *** 0 .725 0 .002 0 .721 0 .729 ***

50 代 男性 -0 .014 0 .001 -0 .017 -0 .011 *** 0 .710 0 .002 0 .706 0 .713 ***

60 代 男性 -0 .015 0 .001 -0 .018 -0 .012 *** 0 .796 0 .002 0 .792 0 .800 ***

20 代 女性 -0 .019 0 .002 -0 .024 -0 .015 *** 0 .669 0 .003 0 .664 0 .674 ***

30 代 女性 -0 .013 0 .002 -0 .016 -0 .010 *** 0 .731 0 .002 0 .727 0 .735 ***

40 代 女性 -0 .010 0 .001 -0 .013 -0 .007 *** 0 .801 0 .002 0 .798 0 .805 ***

50 代 女性 -0 .007 0 .001 -0 .009 -0 .004 *** 0 .882 0 .002 0 .879 0 .885 ***

60 代 女性 -0 .011 0 .001 -0 .013 -0 .008 *** 0 .889 0 .002 0 .886 0 .892 ***

注） †：10%，*：5%，**：1%，***：0 .1% （HPDI基準）
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いう結果が得られており，特に 8 ,11 ,17 につい
ては分布をみても負に偏っている。
表 4はマス広告出稿量とメディア接触量の関
係について推定した結果である。すべてのセグ
メントについてマス広告出稿量は接触量に関し
て正の影響があることが確認できる。しかしな
がら，係数の値を見ると，60代女性や 50代女性
が 0 .9に近い値を示しているのに対して，20代
男性は 0 .5を下回っている。これは，マスメディ
アの投下量に対して20代男性と50代以上の女
性の接触率が異なるためで，男女ともに年齢と
ともに接触率が高くなっていることがわかる。
表 5は，マス広告出稿量とソーシャルメディ
ア発信量との関係について推定した結果であ
る。ブランドごとにパラメータが得られてい

る。ここから，ブランドごとに広告とソーシャ
ルメディア発信量との関係に差異があることが
示唆される。ただし，事後平均値を見ると，す
べてのブランドについて正の値が得られてお
り，少なくともマス広告の出稿によってソー
シャルメディア発信量に負の影響を与えるケー
スはないといえる。ただし，マスメディアは必
ずしもソーシャルメディアを刺激することがで
きるわけではなく，またソーシャルメディアの
発信量が増えたからといって，それが必ずしも
企業にとって望ましい情報であるとは限らない
という点も注意が必要である。
表 6はブランドごとに異質であるパラメータ
の階層構造に仮定しているパラメータ の

推定結果である。事後平均値を掲出している。

表 5：パラメータ の推定結果

切片 出稿量
平均 SD 2 .5% 97 .5% 平均 SD 2 .5% 97 .5%

ブランド 1 2 .809 0 .076 2 .657 2 .960 *** 1 .183 0 .214 0 .775 1 .606 ***

ブランド 2 4 .725 0 .052 4 .625 4 .829 *** 0 .023 0 .049 -0 .075 0 .122
ブランド 3 3 .758 0 .090 3 .578 3 .935 *** 0 .290 0 .068 0 .156 0 .426 ***

ブランド 4 5 .018 0 .072 4 .873 5 .165 *** 0 .106 0 .065 -0 .020 0 .235
ブランド 5 4 .239 0 .115 4 .008 4 .456 *** 0 .146 0 .081 -0 .012 0 .305 †

ブランド 6 2 .751 0 .129 2 .497 3 .006 *** 0 .164 0 .176 -0 .194 0 .498
ブランド 7 2 .664 0 .138 2 .392 2 .936 *** 1 .794 0 .284 1 .252 2 .345 ***

ブランド 8 1 .327 0 .057 1 .211 1 .437 *** 0 .659 0 .136 0 .395 0 .933 ***

ブランド 9 5 .282 0 .031 5 .220 5 .343 *** 0 .077 0 .042 -0 .004 0 .161 †

ブランド 10 1 .289 0 .113 1 .066 1 .520 *** 0 .139 0 .176 -0 .207 0 .482
ブランド 11 0 .542 0 .063 0 .421 0 .665 *** 0 .047 0 .123 -0 .202 0 .287
ブランド 12 1 .953 0 .138 1 .683 2 .221 *** 1 .189 0 .302 0 .598 1 .775 ***

ブランド 13 3 .683 0 .087 3 .517 3 .856 *** 0 .098 0 .077 -0 .058 0 .248
ブランド 14 4 .119 0 .053 4 .011 4 .223 *** 0 .413 0 .062 0 .290 0 .535 ***

ブランド 15 3 .386 0 .127 3 .138 3 .643 *** 0 .007 0 .141 -0 .276 0 .281
ブランド 16 0 .184 0 .038 0 .109 0 .259 *** 0 .108 0 .062 -0 .010 0 .232 †

ブランド 17 1 .157 0 .058 1 .046 1 .272 *** 0 .664 0 .159 0 .361 0 .991 ***

ブランド 18 3 .347 0 .144 3 .062 3 .637 *** 0 .307 0 .215 -0 .113 0 .718
ブランド 19 1 .490 0 .056 1 .381 1 .600 *** 0 .677 0 .305 0 .074 1 .282 *

ブランド 20 0 .339 0 .041 0 .259 0 .420 *** 0 .183 0 .098 -0 .011 0 .376 †

ブランド 21 1 .576 0 .095 1 .389 1 .767 *** 0 .562 0 .159 0 .248 0 .880 ***

注） †：10%，*：5%，**：1%，***：0 .1% （HPDI基準）
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説明変数としてはメーカーとサブカテゴリーを
組み込んでいるが，結果としては強く傾向の出
た関係は見られなかった。ブランド数 で
あるため，サンプル数が不足していることが一
因として考えられる。より多くのブランドを対
象とすれば何らかの傾向が出る可能性もある。

4 .3 .	間接効果の検討
本節では，マス広告出稿量が売上に与える影
響を考察していく。本研究では，マス広告出稿
量はマスメディアの接触量とソーシャルメディ
アの接触量を通じて売上に作用すると仮定して
いるため，両方の効果を合わせて検討する必要
がる。モデル定義の節で議論したように，マ
スメディアを通じてもたらされる影響は
から得られ，ソーシャルメディアを通じても
たらされる影響は から得ることができ
る。こうした間接効果については，Baron and 
Kenny （1986）をはじめとして包括的に効果の
検証方法を議論した研究があり，最も簡易なも
のではSobel （1982）による検討方法，近年で
はBootstrap法によって検討する方法（Preacher 
and Hayes, 2004 ; Zhao, Lynch, and Chen, 2010）
がよくみられている。しかしながら，これらの
方法は最尤法によって推定する構造方程式から
得られた値を前提としたものである。そこで，

本研究では，MCMC法によって推定を行って
いるため，別の方法を検討する。MCMC法に
よって得られたサンプルを利用する方法とし
ては，Yuan and MacKinnon （2009）によってサ
ンプルから直接計算する方法が提案されてお
り，本研究でもこの方法を用いる。事後分布の
サンプルについて，サンプルごとに上記の積を
計算し，その分布を考察する方法をとる。付録
に提示しているが，得られた推定値（事後平均
値），標準誤差（事後標準偏差）はSobelの方
法，Bootstrap法と比較してもほとんど差異は
ないことがわかる。
以下のように，間接効果と総合効果を計算す
るために，得られたサンプルごとに効果を計算
し，ここで得られたマスメディア効果，ソー
シャルメディア効果，総合効果のサンプルから
事後平均，事後標準偏差HPDIなどを計算する
ことができる。以下の式における はMCMC
シミュレーションの 回目のサンプルであると
いうことを示している。

 （13）

表 6：パラメータΔの推定結果

事後平均 切片 マスメディア ソーシャルメディア 切片 出稿量

切片 7 .035*** 0 .006 -0 .004 3 .413*** 0 .576
メーカー（A=0）
B -1 .015 -0 .015 0 .023 0 .260 -0 .058
C -1 .514 0 .032 0 .030 -2 .320† -0 .039
D -0 .348 0 .091 -0 .011 -1 .114 -0 .267
サブカテゴリー（ビール=0）
プレミアムビール 0 .318 0 .050 0 .042 0 .601 -0 .039
新ジャンル 0 .631 -0 .012 0 .021 0 .670 -0 .204
発泡酒 0 .813 -0 .059 0 .057 -0 .417 0 .122
注） †：10%，*：5%，**：1%，***：0 .1% （HPDI基準）



March 2019 － 13 －ソーシャルメディアの影響を考慮したマスメディア広告の総合効果測定 

すべての分析対象のブランドについて間接効
果や総合効果を算出することは可能であるが，
ここでは２つのブランドを選んで考察する。ま
ずブランド1については，図 3にマスメディア
効果，ソーシャルメディア効果，総合効果をま
とめている。ブランド1はマスメディア効果が
正ではあるがあまり強くなく，ソーシャルメディ
アを通じた正の効果が見られる。年代が上が
るとマスメディアの影響が大きくなるためにマ
スメディア効果が上がっていき，ソーシャルメ
ディア効果は逆に年代が下がるほど影響が大き
くなっていくのがわかる。これらの 2つの総合
効果を見てみると，年代が低いほど正の効果が
強くなっていく傾向が見られる。このブランド
については，マスメディア効果だけを見ている
と広告の効果を低く見積もってしまうといえる。
次にブランド 8についてである。前節の図 2
にあるように，ブランド 8はマスメディアの影
響は正であるが，ソーシャルメディアの影響は
負である。これについて計算する。図 4はブラ
ンド 8のセグメントごとのマス効果，ソーシャ

ルメディア効果，総合効果を示したものであ
る。セグメントごとに差異があるが，全体的に
マス効果が正で高く，ソーシャルメディア効果
が負になっていることがわかる。また，マスメ
ディア効果は年代が上がると高くなり，男性よ
りも女性の方が高い傾向がある。ソーシャルメ
ディア効果は年代が上がるほど負の程度が減っ
ていく。その結果，年齢の高いセグメントでは
マスメディアの効果が強いために総合効果も強
く正となっているが，年齢の低いセグメントで
はソーシャルメディアからの負の影響が相対的
に強くなるために，総合効果を見ると広告の効
果がほとんど見られないという結果が得られ
た。ブランド 8については，表 4を確認すると
マス広告出稿量とソーシャルメディア発信量と
の関係も強い。企業が発信する訴求がソーシャ
ルメディアにおいて適切に受け入れられず，結
果としてソーシャルメディアの接触率が高い若
い世代に対する広告効果が低減していると考え
られる。

図 3：ブランド 1の広告効果

注） †：10%，*：5%，**：1%，***：0 .1% （HPDI基準）
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5 .	ディスカッション：マス広告の現在と未来
5.1 .	今日におけるマス広告の役割とは
広告の出費に対する効果については，これま
でも様々な議論が展開されている（e.g., Joshi 
and Hanssens 2010）。とくに近年はインター
ネット広告のように成果の追跡が可能で，ク
リック率やコンバージョン率で広告の財務的
効果を議論することができるようになってい
る。一方で，マス広告をはじめとする従来の広
告ではこうした成果の追跡が難しく，広告の出
稿量に対する効果量についても不明確な部分が
多い。とくにマス広告については，シナジー効
果やスピルオーバー効果などの副次的な影響，
長期的な出稿による累積効果などがあり（e.g., 
Lodish et al. 1995），単純な短期間の関係を検討
するだけでは費用対効果の正確な測定にはなら
ない。
現在，日本においてもマス広告の定量的な効
果測定を行うためのデータ環境を整えている事
例も見られるようになっている。最新のデータ
収集環境を整備することでリアルタイムあるい

は日次のテレビ広告出稿と成果の関係を検討す
る取り組みも進んでいる 3。しかしながら，上述
のように，テレビ広告は長期継続的な効果が期
待され，ブランド・エクイティの向上などを目
標として出稿されることも多い。短期のデータ
との関係性の分析だけでは，マス広告の「長
い」効果を検討することができない。多種多様
なメディアが勃興する今日において，改めてマ
ス広告の役割を検討することで，新たなメディ
アプランニングの方向性が見えるだろう。
冒頭で述べたように，テレビ広告をはじめと
したマス広告市場は縮小傾向にあり，一方で
インターネット広告市場が拡大している。ま
た，マス広告そのものが不要であるとする議論
もみられる。本研究では間接的な効果をとくに
検討することで，改めて今日におけるマス広告
の役割について再考する機会を与えることがで

3 日経クロストレンド 2018 年 11月27日「【特報】インテー
ジとドコモが開発 テレビ個人視聴データ販売へ」https://
trend.nikkeibp.co.jp/atcl/contents/18 / 00084 / 00003 /?i_
cid=nbpnxr_mypage 

注）†：10%，*：5%，**：1%，***：0 .1% （HPDI基準）
図 4：ブランド 8の広告効果
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きたといえる。本研究の分析結果より，マス広
告はインターネット上のCGM発信数にも大き
な影響を与えることが改めて確認され，また，
CGMが売上に与える影響も小さくないことが
わかった。後者の関係のみを見てマス広告を停
止することは，CGMの総量を減少させてしま
い，想定したような効果を得られない可能性が
あることを示唆している。

5 .2 .			今日のマス広告の効果測定に必要な観点
とは

視聴率の評価について，近年は，単純な「見
た」・「見ていない」だけでなく，「視聴質」の
獲得を目指す動きもみられるようになってい
る 4。広告クリエイティブの質についての検討
は，古くはParsons and Schultz （1976）によって
検討されており，Hanssens, Parsons and Schultz 
（2001）にも取り上げられており，また，Tellis 
（2004）にもおいても広告の情緒的側面が議論
されている。近年は視聴者に注目させる質の検
討がより大きな課題となっているといえる。総
務省 （2017）においても，スマートフォンをは
じめとするメディアの並行利用（ながら見）が
取り上げられており，現在の多メディア環境を
反映した広告との接触は新しい時代に入ってい
るといえる。
本研究では，マス広告の出稿量に対して，マ
ス広告のセグメント別接触率やブランド別の
ソーシャルメディア発信量に与える影響を検討
している。得られた結果からは，マス広告出稿
量からソーシャルメディア発信量についてはブ
ランドごとに大きな差があり，マス広告を使っ
たCGMの誘発に成功しているブランドとそう
ではないブランドが存在することも明らかに
なった。これは視聴「質」を評価する一側面で
あろう。現在のところ，視聴「質」というもの

4 日経クロストレンド 2018 年 11月26日「「テレビCMをや
めてはどうか」　逆風下，効果分析の大変革へ」https://
trend.nikkeibp.co.jp/atcl/contents/18 /00084 /00001 /?P=3

はどれだけ接触した広告に能動的に注目したか
のみが議論されているにとどまっているが，ブ
ランドに対して積極的な態度を形成し，自ら発
信を行うという側面も評価の対象として考える
ことも重要であろう。
ただし，ソーシャルメディアから売上への影
響については，必ずしも正の効果があるわけで
はないので，推奨を発信しているのか，あるい
はポジティブでない感情を発信しているのかは
注意深く検証することが必要であり，これも重
要なコミュニケーション戦略の 1つとなってい
るといえる。

6 .	結論

本研究では，マス広告の出稿量について，こ
れまで主に検討されてきたマスメディアの接触
による広告効果だけでなく，ソーシャルメディ
アの発信を刺激することの効果も考慮し，ソー
シャルメディアの接触を通じた間接的な広告効
果も検討することができるモデルを開発し，マ
スメディアの広告効果について新しい観点から
検討を行った。本研究の貢献としては，以下
の 3点があげられる。第 1は，モデル比較の結
果から，マスメディア，ソーシャルメディアは
どちらも売上に影響を与える要因であることが
明らかになった。マスメディアのみのモデル，
ソーシャルメディアのみのモデルは適合度が低
く，マス広告以外の要因を考慮することが必要
であるといえる。第２は，マス広告の出稿量か
らソーシャルメディアの発信量への影響につい
て，多くのブランドに対しては正の影響を与え
ることがわかったことである。すべてのブラン
ドについて，マス広告の出稿量とソーシャルメ
ディアの発信量について強い関係が得られたわ
けではないが，優れたコミュニケーションを企
画することでマス広告がソーシャルメディアを
活性化させる十分な可能性を持つといえる。第
３は，マス広告の出稿量を起点として，マスメ
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ディア経由の影響だけでなくソーシャルメディ
ア経由の影響を考慮する，より正確な影響の評
価ができるモデルを提示したことである。ソー
シャルメディアからの影響も検討できるモデル
からは，マス広告の効果がソーシャルメディア
によって低減している事例や，マス広告経由の
効果は強くないがソーシャルメディア経由の効
果を考慮すると十分な影響が見られる事例など
から，ソーシャルメディア経由のマス広告の影
響が無視できない程度存在することが示唆され
た。本研究で提示したモデルと分析のフレーム
ワークについては，広くコミュニケーション戦
略の策定と効果測定のために用いることができ
るだろう。
今後の課題について３点挙げたい。第 1は分
析期間の拡大である。本研究では半年間の累積
効果を検討しているが，Lodish et al. （1995）で
はより長期間の分析を行っており，とくに定番
ブランドについては，本研究の分析期間では適
切に効果測定ができていない可能性もある。よ

り長期の期間を分析対象として含めることで，
広告出稿計画についてもより長期の計画につい
ての示唆を与えることができるだろう。第 2は
シナジー効果の検討である。本研究ではマスメ
ディアとソーシャルメディアの影響の両方を
考慮しているが，両方のシナジー効果につい
ては検討していない。しかしながら，たとえ
ばKumar et al. （2016） においてはオンラインと
オフラインのシナジー効果について検討してお
り，この効果を組み込むことでより精緻な広告
効果の検討ができるだろう。第 3は分析対象製
品の拡大である。本研究ではビールおよびビー
ル系飲料を分析対象としているが，他の製品カ
テゴリーを対象とした研究も望まれる。製品カ
テゴリーによってはマスメディアの効果が大き
いものやソーシャルメディアの影響が大きいも
のなどの差異が現れる可能性があるが，この時
もソーシャルメディアの発信量をどの程度マス
メディアの発信量が刺激することができるのか
を検討することで，マス広告出稿量について示

表 7：直接効果，間接効果の推定結果

OLS SEM MCMC

Est. SE Est. SE Mean Median SD

目的変数 : Y

　切片 1 .240 0 .099 1 .240 0 .099 1 .242 1 .242 0 .099
　X 1 .784 0 .074 1 .784 0 .074 1 .783 1 .785 0 .076
　Z -3 .089 0 .034 -3 .089 0 .034 -3 .089 -3 .088 0 .035
目的変数 : Z

　切片 1 .977 0 .068 1 .977 0 .066 1 .976 1 .975 0 .067
　X -1 .987 0 .030 -1 .987 0 .031 -1 .986 -1 .986 0 .030
Delta Method

　間接効果 6 .136 0 .115
　総合効果 7 .920 0 .098
Bootstrap （Itr = 1000）
　間接効果 6 .136 0 .118
　総合効果 7 .920 0 .099
MCMC （Itr = 2000）
　間接効果 6 .135 6 .133 0 .116
　総合効果 7 .918 7 .920 0 .097
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唆を得ることができるだろう。

付録：間接効果の検討

間接効果（indirect effect）の検討については，
以下では人工データを発生させて値を比較す
る。まず，以下の関係を仮定する。

 （14）

ここで，パラメータは， ，
としている。ここから乱数

を用いてサンプルを発生させ，結果を検討す
る。サンプル数は 500 とする。得られた結果
を表 6に示している。SEMはRのパッケー
ジLavaanを用いた推定結果であり，間接効
果，総合効果については，Delta methodによる
ものとBootstrap法によるものを 2つ示してい
る（Rosseel, 2012）。また，MCMCについては
Yuan and MacKinnon （2009）の方法を用いてい
る。これを見るとわかるように，間接効果およ
び総合効果についてはいずれの方法も大きな差
異はない。MCMC法については，Bootstrap法
とほぼ同じ結果が得られている。MCMC法で
は事後分布の考察のためにパラメータのサンプ
ルをすべて取得しているため，シミュレーショ
ンを再度行う必要はなく，簡易な方法であると
いえる。
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Measuring the total effect of advertising on sales :  
The mediating effect of social media

Sotaro Katsumata, Akihiro Nishimoto and Eiji Motohashi

This study examines the complex effect of mass-media and social-media advertising in the modern 
multimedia environment. Since social-media transmissions are inspired by mass-media advertising, 
firms have to consider the indirect effect mediated by social media when they examine the advertising 
impact. Therefore, this study proposes a model of the direct and indirect effect of advertising to 
understand the complex impact of the mass media. Our model incorporates the impact of the mass 
media on social media for each market segment. The main contributions of our study are as follows: (1) 
both the mass media and social media substantially affect sales volume, (2) social-media transmissions 
are encouraged by the mass media for many brands, and (3) firms can obtain the direct and indirect 
impacts of mass-media advertising using our model.
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